
食品表示法(品質事項) の (1) 加工食品の横断的義務表示について説明します。
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食品表示法における食品の区分は、これまでＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法で規定
されていた表示に関する部分が統合されています。

旧ＪＡＳ法で５８種類あった品質表示基準を「食品表示基準」として１つに統合して規定し
ています。

生鮮食品、加工食品が、それぞれ一般用、業務用に区分されます。

ここでは、一般用加工食品と業務用加工食品の横断的義務表示について説明します。
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最初に一般用加工食品について説明します。

加工食品には、横断的義務表示と呼ばれる、共通して表示が義務付けられている項目
があります。品質事項で説明する項目は、表のオレンジ色の網掛けの部分です。

原則、ほとんどの食品に表示の義務がありますが、量り売りなどのように、容器包装され
ずに消費者に販売される加工食品は、食品表示基準に基づいて表示する義務はありま
せん。

また、作ったその場で販売する場合や、レストラン、給食など、設備を設けて飲食させる
場合も表示義務はありません。

記載する文字の大きさについても規定があり、８ポイントの活字以上の大きさの文字で
表示することとされています。
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名称は、商品名ではなく一般的な名称を記載します。一般的な名称とは、食品表示基
準などで、表示しなくてはならない名称が決まっているものは、その名称で表示します。

規定がない場合には、主要な原材料、配合割合、用途など、内容を的確に表している
か、消費者に誤認を与えないか、大げさでないか、脚色していないかなどについて十分
留意された上で、事業者の判断により表示します。

原材料名は、食品添加物とそれ以外の原材料とを明確に区分し、それぞれ重量順に全
て記載します。

２種類以上の原材料からなる原材料のことを複合原材料といいます。

複合原材料を表示する場合には、複合原材料の名称の次に括弧を付け、当該複合
原材料に使用されている原材料を当該複合原材料の原材料に占める重量の割合の
高いものから順に重量順にその最も一般的な名称で表示します。

単に混合しただけなど、原材料の性状に大きな変化がない複合原材料を使用する
場合は、構成する原材料を分割して表示することができます。複合原材料を分割
して表示できる場合は、以下のア及びイの条件を踏まえ、総合的に判断します。

ア 中間加工原料を使用した場合であって、消費者がその内容を理解できない複
合原材料の名称の場合

イ 中間加工原料を使用した場合であって、複数の原材料を単に混合（合成した
ものは除く。）しただけなど、消費者に対して中間加工原料に関する情報を提供
するメリットが少ないと考えられる場合

3



複合原材料を使用した場合の表示方法の具体例です。

たとえば原材料に複合原材料であるマヨネーズを使用した場合、

基本は、原材料名欄に「マヨネーズ（食用植物油脂、卵黄（卵を含む）、醸造酢、香辛料
、食塩、砂糖）」と、すべての原材料名を表示する必要があります。

ただし、マヨネーズのように原材料が３種類以上からできている複合原材料の場合には
、重量順で３番目以下で、かつ複合原材料に占める割合が５％未満の場合は「その他」
と省略して記載することができます。
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複合原材料の表示方法について、原材料を分離して表示した方が分かりやすい場合
には、原材料を分離して表示できます。

たとえば、砂糖、ココアパウダー、アーモンドパウダー、脱脂粉乳、食塩を混合した複合
原材料「ココア調製品」を原材料とする場合、複合原材料表示により「ココア調製品（砂
糖、ココアパウダー、アーモンドパウダー、その他）」と表示する代わりに、砂糖、ココアパ
ウダー、アーモンドパウダー、脱脂粉乳、食塩と分割して表示できます。
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内容量は、計量法で規定されている場合はその規定により表示します。

それ以外の場合は、内容重量（グラム、キログラム）、内容体積（ミリリットル、リットル）、内
容数量（個数など）を表示します。

また、計量法で規定されている場合以外で、透明な袋に入っているなど、明らかに外見
上わかる場合は省略できます。

固形量、内容総量については、固形物に充填液を加え、缶や瓶に密閉したものは、内
容量に代えて「固形量」と「内容総量」を記載することとなっています。
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食品関連事業者は、食品関連事業者のうち表示内容に責任を有する者の氏名又は名
称と住所を表示します。

製造者、加工者、輸入者のうち、適切な項目名で表示する必要があります。

製造業者、加工業者又は輸入業者との合意により、これらの者に代わって販売業者が
表示することもできます。

原産国名は、輸入品が対象です。原産国とは、「その商品の内容について実質的な変
更をもたらす行為が行われた国」のことを指します。

輸入した加工食品を国内で小分けしただけの場合は輸入品にあたり、原産国名表示が
必要です。
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消費者に販売するときだけではなく、業者間の取引にも表示が義務付けられています。

業務用加工食品とは、たとえば、小分け前のバルクの状態の食品やぶどうパンの原材
料となる干しぶどうなど、消費者に販売される形になっていない加工食品のことです。

業務用加工食品の義務表示事項は、ここに記載のとおりです。
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